
※令和５年住宅土地統計調査のその他空家の空家率：4.8％

指標 目標値

空家率

令和５年住宅土地統計調査

における空家率（その他空家）

令和10年住宅土地統計調査

空家率　5.8％未満

（令和15年度6.8％未満）

第１章 背景および目的

第１章 計画の概要

第２章 空家の現状と課題

「第２次熊取町まち育てプラン（熊取町空家等対策計画）」 概要版（案）

１．基本方針

人口減少と空家の増加に対し、以下の 3つの柱で対策を推進します。

①周知啓発と流通促進：所有者等に管理責任を周知し、地域と連携しながら、空家が市場に流通す

る機会（情報発信など）を創出します。

②管理不全への対応 ：周辺環境に悪影響を及ぼす「管理不全空家等」や「特定空家等」に対し、

空家法や空家条例に基づき指導・勧告等の措置を必要に応じて講じます。

③優先順位の明確化 ：全ての空家を対象としつつ、特に「管理不十分なもの」「周辺住民から相

談があるもの」「除却・利活用の相談があるもの」を優先的に進めます。

２．目標（成果指標）

住宅総数が増加し続ける中、空家率の急激な上昇を抑えることを目標とします。

【目標値】

３・具体的な施策

（１）啓発・周知活動による所有者等の適切な管理の促進

空家等の適切な管理は所有者等の責務であることを前提に、毎月の空家相談会（空家相談員制度）

や空家バンクの活用、令和 6年から義務化された相続登記などの法制度、税制優遇措置について、様々

な機会を捉えて広く周知・啓発を行います。

（２） 空家等の把握・管理等

実態調査や住民からの相談をもとに、外観目視による調査を行い、空家等の現状を把握します。ま

た、空家法に基づき不動産登記や固定資産税情報を活用して所有者等を特定するとともに、得られた

情報を一元管理するデータベースの構築を進めます。

（３）空家等に関する対策の実施体制

空家対策を庁内横断的な連携体制で推進するほか、相談業務協定を締結している不動産関連団体と

の連携も活用します。また、学識経験者等で構成される「空家等対策審議会」においても、特定空家

等などの認定や措置の妥当性について専門的・客観的な審議を行います。

（４）今後検討すべき取り組み

空家法に基づき、既成市街地などを「空家等活用促進区域」に設定し規制緩和を図ることや、除却・

代執行のための財源確保を検討します。さらに、民間の「空家等管理活用支援法人」の指定や、老朽

化した建物の除却を促進するための新たな施策についても検討を行ないます。

〇本町においては、町独自の「美しいまちづくり条例」および「空家等対策の推進に関する特別措置法」

（以下「空家法」という。）に基づく「空家等の適正な管理に関する条例」（以下「空家条例」という。）

による空家対策や、令和２年６月に策定した「熊取町まち育てプラン」に基づく取り組みにより、管理

が不十分である空家への対応を行ってきました。

〇その後、空家等の増加が懸念される中、空家等の対策を進めていくためには早期の対策が必須であるこ

とから、空家等の除却等のさらなる促進や周囲に影響を及ぼす前の利活用や適切な管理を総合的に強化

するため、令和５年１２月に「空家法」が改正されました。

〇本町では、法改正の内容を踏まえ、空家等の課題に対する対策を総合的かつ計画的に推進することを目

的として本計画を第２次計画として策定します。

〇本町では、市場流通していない「その他空家」が 15 年で約 1.9 倍に急増しており、この抑制を計画

の主眼としています。実態調査では、住宅急増期に建てられた物件の老朽化に加え、所有者の高齢化

や家財処分等の負担が活用・除却の障壁となっていることも影響している結果が見られます。

〇これまで相談窓口や空き家バンクの取り組みを行なっているものの、近年は近隣住民からの苦情内容

が切迫化しており、町外に居住する相続人が所有している潜在的な空家への予防的対策が課題となっ

ています。

〇今後は、これら潜在的な管理が不十分な空家に対し、所有者等への早期の意思決定を促す相談体制の

強化と重点的な支援が急務となっています。

【熊取町の空家率の推移】

〇令和 5年の空家法改正を踏まえ、空家等の除却や利活用や適切な管理を総合的に強化することを目的と

しています。

〇令和 8年度から令和 17 年度までの 10 年間を計画期間とし、町内全域を対象に施策を推進します。

第３章 基本方針・目標および今後の取り組み

計画書１ページ

計画書２～８ページ

計画書９～１１ページ計画書１ページ

H20 H25 H30 R5
住宅総数 16,680 15,940 18,350 19,560
その他空家 500 590 720 940
空家率 3.0% 3.7% 3.9% 4.8%

※上表の数値は国の住宅土地統計調査を参照
※その他空家とは、賃貸・売却用及び二次的空家を除く空家



第４章 特定空家等・管理不全空家等に対する措置等

第４章 特定空家等、管理不全空家等の認定フロー

居住あり

空家に関する苦情等

現地調査（敷地外から）

居住者調査

生活環境型

樹木の繁茂等

保安衛星型

家屋の破損等

大阪府へ指導を要請

（建築基準法に基づく指導）

居住者なし

所有者等調査（空家法第10条）

（不動産登記・税情報等）

情報の提供、助言等の適切な管理の通知（空家法第12条）

経過観察（２週間程度）

所有者から連絡があった場合

所有者等からの

連絡がない場合
再度、情報の提供、助言等（空家法第12条）

改善が認められない場合

事前通知のうえ立ち入り調査（空家法第９条）

特定空家等もしくは管理不全空家等の判定

①保安上危険　②衛生上有害　③景観上問題　など

管理不全等に

該当しない空家等

管理不全空家等：指導（空家法第13条第1項）

特定空家：助言・指導（空家法第22条第1項）
経過観察

審議会へ諮問等
（管理不全等：条例第5条第2項　特定空家等：条例第5条第3項）

勧告（空家法第13条第2項・第22条第2項）

固定資産税の住宅用地の特例解除（地方税法に基づくもの）

平成 30 年度に実施した自治会および空家所有者へのアンケート結果を掲載しています。これら住民

の不安や意向を支援策の検討や相談業務の改善の参考としています。

第６章 参考資料

施策の実施状況を定期的に確認・検証し、社会情勢の変化や法改正等に合わせて計画内容を柔軟に

見直します。

第５章 計画の推進

空家法では、周辺環境に深刻な影響を及ぼす恐れがある空家等に対し、指導、勧告、命令といった

段階的な法的措置を定めています。 改善が見られない場合には、行政代執行や略式代執行、緊急時の

緊急代執行により、速やかに保安上の危険を除去します。

第４章 特定空家等の対応フロー

令和８年 月策定

計画書１２～１４ページ

計画書１３ページ

計画書１４ページ

計画書１５ページ

計画書１６～２０ページ

特定空家等として勧告した空家等

所有者が不明の場合

所有者等の再調査

所有者が判明している場合

所有者が判明
（助言・指導・勧告

の手続き）

事前の通知（空家法第22条第4項）

事前の公告

（空家法第22条第3項）

命令の公示

（空家法第22条第13・14項）

公示

特定空家等の中の

動産の取扱い

代執行

（空家法第22条第9項）

緊急代執行

（空家法第22条第11項）

略式代執行

（空家法第22条第10項）
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　　財産管理制度の活用

　　（空家法第14条）

・不在者財産管理制度

・相続財産清算制度

・所有者不明土地建物

　管理制度

・管理不全土地・建物

　管理制度

命令

（空家法

第22条

第3項）

意見書の

提出または

公開による

意見の聴取

（空家法

第22条

第5～8項）

所
有
者
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